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茨城県

栃木県

：再評価

①事業採択後、3年以上経過した時点で未着工
②事業採択後、5年以上を経過した時点で継続中の事業
③準備・計画段階で3年間が経過している事業
④再評価実施後、3年間が経過している事業
⑤社会経済情勢の変化等により再評価の実施の必要が生じた事業

：事後評価

１．位置図

一般国道４６８号
首都圏中央連絡自動車道
【川島～五霞】④

一般国道４６８号
首都圏中央連絡自動車道
【大栄～横芝】④

※1 東日本高速株式会社との合同審議
※2 中日本高速株式会社との合同審議

※1
※1

山梨県

長野県
埼玉県

東京都

千葉県

神奈川県

一般国道４６８号
首都圏中央連絡自動車道
【横浜湘南道路】④

一般国道４６８号
首都圏中央連絡自動車道
【茅ヶ崎～海老名】④

一般国道４６８号
首都圏中央連絡自動車道
【東金茂原道路】④ 1

※1

※1

※2



２．圏央道事業の目的と計画の概要

・首都圏３環状道路は、都心部の慢性的な交通渋滞の緩和及び環境改善への寄与等を図り、
さらに、我が国の経済活動の中枢にあたる首都圏の経済活動とくらしを支える社会資本として、
重要な役割を果たす道路

○一般国道４６８号
首都圏中央連絡自動車道（圏央道）

◆都心から半径約４０～６０ｋｍ
延長約３００ｋｍ

【首都圏３環状道路】

環状道路（供用中）
環状道路（未供用）
環状道路（調査中）
その他の高速道路
主な一般道路

○首都高速中央環状線（中央環状線）

◆都心から約８ｋｍ、延長約４７ｋｍ

○東京外かく環状道路（外環道）

◆都心から約１５ｋｍ、延長約８５ｋｍ
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・圏央道は、都心から約４０～６０ｋｍの圏域を環状に連絡する延長約３００ｋｍの道路

・横浜、八王子、つくば、成田などの中核都市及び成田空港や横浜港等の国際旅客・物流施設を連絡する道路

・昭和38年 首都圏基本問題懇談会中間報告
書にて、首都圏の道路交通の骨格
として、３環状９放射のネットワーク
を位置づけ

・昭和43年 首都圏基本計画(第二次)
「東京環状道路」として国道16号
線の大規模改良による高規格道

鶴ヶ島JCT 北
東

道

久喜
白岡
JCT

常
磐

道
埼玉県 茨城県

つくば
JCT

つくば
中央IC

桶川
北本
IC

白岡
菖蒲
IC

N

２．圏央道事業の目的と計画の概要

【首都圏中央連絡自動車道】

凡 例

開通済区間

事業中区間

■主な経緯

線の大規模改良による高規格道
路として位置づけ

・昭和62年 第四次全国総合開発計画にて
高規格道路に位置付け

・平成 8年 3月 青梅IC～鶴ヶ島JCT間開通
・平成19年6月 中央道～関越道間全線開通

以降順次開通

東金JCT

木更津JCT

高尾山IC

相模原愛川IC

戸塚IC

釜利谷JCT
栄IC・JCT

相模湾

東京湾

太平洋

松尾
横芝
IC

館
山

道

関
道

道

関
越
道

道央中

東
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東京湾
岸
道
路

第
三

京
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横
横

小

原
木路道

東

京

外
か く 環状道路

成田国際空港

厚

八王子JCT

稲敷IC

中

央
環

海老名南JCT

田
茅ヶ崎
JCT

高谷JCT

三郷南IC

道

海老名JCT

東京都

埼玉県 茨城県

千葉県

神奈川県

状 大栄JCT

東

速

道

自
動

車

道

藤沢IC

寒川北IC

相模原IC

注1：東北道～木更津東IC間は、暫定2車線
注2：未開通区間のIC・JCT名は仮称

（海老名南JCT、相模原ICを除く）
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■概要

・区 間 自）神奈川県横浜市
至）千葉県木更津市

・計 画 延 長 約300km
・車 線 数 4～6車線
・道 路 規 格 第1種第2級、第3級



・道路構造令では、最初に「道路の別」と「道路の存する地域」により、道路を種別に分類することとしている。
・「道路の別」については、完全出入制限が実施される「高速自動車国道及び自動車専用道路」と、「その他の道路」で
は、道路に求められる機能が異なるため区分している。
・また、「道路の存する地域」についても、「地方部」と「都市部」では、交通のトリップ長、建築物の密集度等が異なり、道
路に求められる機能が異なるため区分している。

<道路構造令第３条第１項より>

道路の存する地域
高速自動車国道及び
自動車専用道路又はその他の道路の別

地 方 部 都 市 部

第 １ 種 第 ２ 種

例） 例）

２．圏央道事業の目的と計画の概要

※都市部：市街地を形成している地域又は市街地を形成する見込みの多い地域をいう。
※地方部：都市部以外の地域をいう。

高速自動車国道及び自動車専用道路

その他の道路

第 ３ 種 第 ４ 種

例） 例）

九州自動車道（福岡県） 出典：首都高HP

国道２０号（山梨県） 出典：国土交通省関東地方整備局HP
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・道路構造令では、同じ種別の道路においても「道路の種類」、「地域の地形」、「計画交通量」によって、道路に求められ
る機能が異なるため、級別に区分している。
・「道路の種類」については、その種類により長トリップ対応や短トリップ対応等求められる機能が異なるため、区分している。
・「道路の存する地域の地形」については、その状況により求められる機能が異なるため、「平地部」と「山地部」に区分し
ている。
・「計画交通量」については、その量により求められる機能が異なるため、段階的に級別に区分している。

<道路構造令第３条第２項（抜粋）>

例） 第１種の場合

２．圏央道事業の目的と計画の概要
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・圏央道は約１７０ｋｍが開通済
≪最近の動き≫ 
・海老名ＩＣから相模原愛川ＩＣ間（延長１０．１ｋｍ）：平成25年３月30日開通
・茅ヶ崎ＪＣＴから寒川北ＩＣ間（延長５．１ｋｍ）：平成25年4月14日開通
・東金ＪＣＴから木更津東ＩＣ間（延長４２．９ｋｍ）：平成25年4月27日開通
・平成25年6月14日道路事業の見通し公表に伴い、平成27年度末までに東名高速から東関道が接続され、整備率は約9割に到達

■整備状況と今後の予定

久喜
白岡
JCT

つくば

中央IC

白岡

菖蒲
IC

N

開通済
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久
喜
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岡
JCT

白
岡
菖
蒲
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桶
川
北
本
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開通済

境IC

境
IC

平成26年度 平成26年度 平成27年度

五
霞
IC

※２※２

五霞
IC

２．圏央道事業の目的と計画の概要
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戸塚IC

釜利谷JCT
栄IC・JCT

相模湾

東京湾
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凡 例

平成25年度開通予定

開通済区間

事業中区間平成27年度平成27年度※１

平成26年度

平成25年度
(相模原ICは,平成26年度)

注1：東北道～木更津東IC間は、暫定2車線

注2：未開通区間のIC・JCT名は仮称（海老名南JCT､相模原ICを除く）
注3：※１の区間の開通時期については検討が必要
注4：※２の区間の開通時期については土地収用法に基づく手続きによる用地取得等が速やかに完了する場合

海老名JCT

相模原愛川IC

高尾山IC

木
更
津
JCT

松尾横芝IC

大栄JCT

稲敷IC

釜
利
谷
JCT

藤
沢
IC

藤沢IC

横浜湘南道路 高速横浜環状南線

事業中

相模原IC

寒川北IC

寒川北IC

神崎IC

神崎IC

平成25年度

平成26年度

開通済

開通済

開通済

※１

※２

栄
IC
・
JCT

戸
塚
IC

約300km

平成25年7月末 開通延長 約170km

整備率 約56%

平成25年度末 開通延長 約196km

整備率 約64%

平成26年度末 開通延長 約240km

整備率 約79%

平成27年度末 開通延長 約269km

整備率 約88%

計画延長
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３．圏央道事業の必要性に関する視点

■首都圏の道路ネットワーク

・都心(首都高都心環状線)を走行する交通のうち約６割が通過交通
・東京都心の一般道路の旅行速度は時速１６ｋｍで、全国平均の半分以下。また、乗車時間の約６割を渋滞等に費やして
おり（損失時間）、全国平均の１．６倍となっている。

■都心(首都高都心環状線)を走行する交通

通過交通が約６割

出典：国土交通省関東地方整備局HP

■東京都心※の混雑状況

（１）交通渋滞の緩和

○対象道路：一般都道府県道（指定市の主要市道を含む）以上の路線
○平成２１年４月～平成２２年３月（昼間１２時間帯）のトラフィック・カウンターによる交通量データ及び
プローブ・カー・システムによる速度データを元に算出

○区間毎の年間実績速度の上位１０％値を渋滞等がない時の自由走行速度と見なし、これにより
基準所要時間を算出。

※損失時間は現時点における算出値であり、今後のデータ追加等により異同がある。

算出条件等

■東京都心※の旅行速度

■東京都心※の損失時間

84

42

0

20

40

60

80

100

全国 東京都心

（km/h)

35

16

0

20

40

60

80

100

全国 東京都心

（km/h)

高速道路 一般道路

約54％減約50％減

※東京都心：千代田区、中央区、港区 出典：国土交通省関東地方整備局HP
国 道

凡 例

開 通 済 区 間

事 業 中

7

基準所要時間

約40%

基準所要時間

約63%

損失時間
 約60%

損失時間
 約37%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

東京都心

損失率1.6倍

自動車利用時間
約１３３億時間

自動車利用時間
約０.８億時間



■圏央道沿線の企業立地状況

平成8年3月開通

平成20年3月開通

平成22年3月開通

平成23年5月開通
平成22年4月開通

平成15年3月開通

平成19年3月開通

平成21年3月開通

・圏央道沿線では、開通後、新規工場の立地面積の伸びが、全国平均の3倍。

■圏央道の開通と新規工場立地面積（累積）の推移

新
規
工
場
立
地
面
積
（
累
計
）（
％
）

3.3倍圏央道沿線

70.2
八王子ＪＣＴ～あきる野ＩＣ 開通
（中央道と関越道の連結）

青梅ＩＣ～鶴ヶ島ＪＣＴ 開通
（圏央道初の区間開通）

（２）沿線の地域づくり支援、活性化（企業立地）

３．圏央道事業の必要性に関する視点

※ 出典：下記のＨＰ上の資料を基に作成

・神奈川県企業誘致促進協議会「かながわ産業立地情報」

・東京都産業労働局「とうきょう産業立地ナビ」

・埼玉県企業立地課「埼玉県工場適地図(平成２４年版) 」

・茨城県圏央道沿線地域産業・交流活性化協議会「いばらぎ圏央道沿線ナビ」

・千葉県企業庁 「平成２２年度工業統計調査結果確報」

平成24年3月開通

平成19年6月開通

平成17年3月開通

平成14年3月開通

平成10年3月開通

平成19年3月開通

昭和63年3月開通

平成22年2月開通

圏央道供用区間

圏央道沿線市町

工業団地※

圏央道未供用区間

平成25年4月開通

平成25年3月開通

平成25年4月開通

8

※「工場立地動向調査」（経済産業省）より作成

出典：「工場立地動向調査」（経済産業省）より作成

※平成6年を1.0とした場合の新規工場立地面積（累積）の推移
平
成
6 年
を
1.
0 と
し
た
場
合
の
新 3.3倍圏央道沿線

全国 21.2



（３）災害時（首都直下型地震）における緊急輸送道路の確保

○首都直下地震により放射状の高速道路が寸断され
ると都心への緊急支援ルートが確保できない

◆現状

○災害時のリダンダンシーが向上し、緊急支援ルート
が確保

○迅速な物資の調達輸送を支援

◆圏央道整備後

■首都直下地震時の物資調達

関越道方面
東北道方面 常磐道方面

・首都直下地震により放射状の高速道路が寸断されると、都心への緊急支援ルートの確保に支障

３．圏央道事業の必要性に関する視点

■東京湾北部地震（M7.3）の震度分布

茨城県茨城県

（平成20年12月中央防災会議資料より）

東京都へ
・食料 約3,180万食
・調整粉乳 約6.7ｔ
・仮設ﾄｲﾚ 約1,120基

埼玉県へ
・飲料水 約3.200ｔ
・食料 約1,030万食
・毛布 約17.9万枚

茨城県へ
・食料 約40万食
・調整粉乳 約0.1ｔ

千葉県へ
・飲料水 約13.300ｔ
・食料 約1,570万食
・毛布 約55.9万枚
・仮設ﾄｲﾚ 約1,740基

神奈川県へ
・食料 約1,690万食
・毛布 約16.6万枚

中央道方面

東名高速方面

中央環状線

9

埼玉県

東京都

神奈川県

千葉県

埼玉県

東京都

神奈川県

千葉県



東名高速から
都心へのルート

・圏央道については今後数年で多くの区間が完成することにより、ミッシングリンクが解消

現状：５ルート

■東名高速から東京都心へ至るパターン（試算）

東京
都心

開通区間
（H24.4末現在）

（４）圏央道のミッシングリンク

３．圏央道事業の必要性に関する視点

※平成30年頃を想定した供用状況

圏央道完成：
１９１ルート

三環状完成：
１４７０ルート

東京
都心

東名高速から
都心へのルート

開通区間
（H24.4末現在）

未開通区間

東京
都心

東名高速から
都心へのルート

開通区間
（H24.4末現在）

未開通区間

出典：高速道路あり方検討有識者委員会資料

10



（５）湾岸道路～関越道の相互接続による効果

３．圏央道事業の必要性に関する視点

５－１)沿線の地域づくり支援、活性化（物流拠点の連絡強化）
・横浜港の貿易額は、名古屋港・東京港に次いで３番目。外貿コンテナ取扱量は東京港に次いで２番目。

・横浜港は取扱い貨物量の約30%が県外に搬出入されているが、このような物流を支える高速ネットワークは、湾岸道路
～関越道における圏央道の開通で時間短縮が見込まれる。

横浜港から各方面への所要時間の変化

16

八王子JCT

凡例
整備前経路
整備後経路

20

1,948
1,466 1,299

942 1,118

2,287

1,266
1,193

1,178 953

4,235

2,731
2,493

2,120 2,071

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

東京港 横浜港 名古屋港 大阪港 神戸港

外
貿
コ
ン
テ
ナ
取
扱
量
（
単
位
：
千
個
）

輸入

輸出

96,764

46,877
67,784

50,098
27,468

46,387

84,585 36,659

26,236
41,732

143,151
131,462

104,444

76,334
69,200

0

50,000

100,000

150,000

200,000

名古屋港 東京港 横浜港 神戸港 大阪港

貿
易
額
（
単
位
：
億
円
）

輸入

輸出

約273万個

主要港湾の外貿コンテナ取扱量横浜港 貿易額

約10兆円

11

※供用済箇所の所要時間はH22ｾﾝｻｽを元に算出
※圏央道の未供用区間（H22現在）については設計速度により所要時間を算出

15

八王子JCT

本牧JCT

海老名～本牧JCT
現況47分⇒
整備後34分（－13分） 整備後の経路

海老名JCT

高尾山IC

圏央道（横浜湘南道路）

羽田空港
横浜市

川崎市

1

246

246 1

八王子JCT～本牧JCT
（国道16号経由）

現況123分⇒
整備後51分（－72分）

※国際コンテナ戦略港湾とは、更なる「選択」と「集中」により
国際競争力を強化することを目的とした国際コンテナ港湾

関越道方面

中央道方面

東名高速方面

神奈川県外に搬出入される貨物量
：約62万トン(横浜港取扱量の約30%)

埼玉県：14.7万トン
群馬県：15.8万トン
新潟県：12.6万トン

山梨県：1.5 万トン
長野県：2.6万トン

静岡県：12.6万トン
愛知県：14.3万トン
大阪府：11.4万トン

横浜港

羽田空港
（国際空港）

約18.3万トン

横浜港の方面別コンテナ貨物量

川崎市
20

15

圏央道（横浜湘南道路）

出典：全国輸出入コンテナ貨物流動調査（H20）

「国際コンテナ
戦略港湾」に選定
（平成22年度）

横浜港

東京港 横浜港 名古屋港 大阪港 神戸港名古屋港 東京港 横浜港 神戸港 大阪港

出典：港湾別のコンテナ取扱貨物量（２０１２年速報値）
国土交通省港湾局

出典：税関別輸出入額表（２０１２年）税関



３．圏央道事業の必要性に関する視点

５－２)沿線の地域づくり支援、活性化（企業立地）
・湾岸道路～関越道における圏央道沿線では、新たな企業が次々と立地

・圏央道の整備により、地域の活性化や東京都・神奈川県の競争力のある産業の創出・育成の支援が期待

鶴ヶ島JCT
圏央鶴ヶ島IC

狭山日高IC

入間IC

青梅IC

埼玉県

・平成２０年４月開業
・延床面積：約９.８万㎡
・平成２０年のGW（１１日間）には、１日当たり平均
約４万人が来場

三井アウトレットパーク入間

・平成１９年９月開業
・延床面積：約１２.４万㎡
・地域雇用の創出に大きく
貢献であり、地域の活性化
に寄与

イオンモール日の出

・平成２５年８月竣工予定
・延床面積：約２１.０万㎡

ロジポート相模原

・平成２５年８月竣工

厚木ゲートウェイ

（５）湾岸道路～関越道の相互接続による効果

12

青梅IC

日の出IC

あきる野IC

八王子西IC

八王子JCT
高尾山IC

相模原IC

海老名IC

海老名JCT

寒川北IC

寒川南IC
茅ヶ崎JCT

中央道

神奈川県

東京都

写真出典：三菱地所㈱ ﾗｻｰﾙ不動産投資顧問㈱

・マルチテナント型物流倉庫・延床面積：約９万㎡
・発着物を同時に仕分けできる
機能を有し、２４時間稼働可能

・平成２５年１２月竣工予定
・延床面積：約１０.７万㎡
・２４時間稼働車両の出入や
作業が可能

GLP厚木

写真出典：ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ㈱

・平成２５年４月竣工
・延床面積：約４.８万㎡
・音楽や映像産業向けに
ＣＤやＤＶＤなどの
パッケージソフトの物流

日本ﾚｺｰﾄﾞｾﾝﾀｰ厚木三田DC

写真出典：日本レコードセンター㈱

・平成２５年７月竣工
・延床面積：約２.７万㎡
・周辺環境に調和した
顧客ニーズに応える規模、
機能を備える倉庫施設

厚木金田物流センター

写真出典：サン インテルネット㈱
写真出典：鴻池運輸㈱関東支店 厚木流通センター営業所

・平成２５年５月竣工
・延床面積：約１.７万㎡
・「ファッション＆アパレル
物流サービス」の重要拠点

ﾌｧｯｼｮﾝ･ｱﾊ゚ﾚﾙﾛｼ゙ｽﾃｨｯｸｾﾝﾀー

写真出典：ヤマト運輸ﾞ㈱ 厚木主管支店

圏央厚木IC

相模原愛川IC



：浸水予想

地震（津波）※により沿岸部が被災

藤沢市
栄区

「くしの歯」作戦イメージ

・「三浦半島断層群における地震発生確率が高まった可能性がある」との見解が発表される。 （文部科学省地震調査研
究推進本部 H23.7.11）

・津波が大きい地震が発生し、湾岸部が浸水被災した場合、圏央道を利用し「くしの歯」作戦などにより湾岸部の救援ルー
トの確保が可能（迅速な道路啓開、非常時の迂回機能の発現）

３．圏央道事業の必要性に関する視点

５－３)災害時における緊急輸送路の確保
（５）湾岸道路～関越道の相互接続による効果

圏央道

※ 浸水被害想定（H23.3.27時点）は神奈川県ホームページで公開されて
いる浸水予想図より作成。
ここで整理した地震は三浦半島への津波浸水被害が大きい慶長型
地震を対象とした。

慶長地震：1605年（慶長9年）発生。地震の揺れはあまり大きくない中で、
津波が大きい地震（津波地震）として知られる。
断層面上での地震性すべりではなく、海底で巨大な地すべりが起きたと考
えられている。（出典：神奈川県HP他）

圏央道を利用して被災地(沿岸部)
を支援(くしの歯作戦)

栄区

鎌倉市
金沢区

葉山町

逗子市

横須賀市

三浦市

茅ヶ崎市

13



３．圏央道事業の必要性に関する視点

６－１)沿線の地域づくり支援、活性化（企業立地）

国
道
国
道

至 群馬 NN

川島IC

至

桶
川
北
本
Ｉ
Ｃ

至

鶴
ヶ
島
Ｊ
Ｃ
ＴＮ菖蒲南部産業団地

・開発面積18.9ｈａ（埼玉県企業局開発）
・区画数5で全契約済
・建材工場・物流企業など４社が操業中

菖蒲南部産業団地

■「田園都市産業ゾーン基本方針」（埼玉県） に基づく先導モデル地区
■先導モデル地区の一覧

■開通前後の川島インター
産業団地の土地利用の変化

市町村 地区名 団地名 開発面積 区画数 契約済
川島町 川島ＩＣ北側地区 川島インター産業団地 約47.0ha 20 20
川越市 川越工業団地拡張地区 川越第二産業団地 約19.3ha 8 8
久喜市 白岡菖蒲ＩＣ地区 菖蒲南部産業団地 約18.9ha 5 5
騎西町 騎西国道１２２号沿道地区 騎西城南産業団地 約19.6ha 6 5
北本市 北本中丸９丁目地区 － 約11.8ha 1 1
狭山市 狭山柏原北地区 － 約 6.7ha 1 1
白岡町 白岡菖蒲ＩＣ白岡瀬地区 白岡西部産業団地 約15.7ha 8 6
久喜市 久喜清久工業団地周辺地区 ネクストコア清久 約39.4ha 11 9
幸手市 幸手IC（仮称）東側地区 幸手中央地区産業団地 約46.9ha 検討中 －
坂戸市 坂戸西インター周辺地区 － 約26.0ha 検討中 －

・埼玉県では、平成18年度から圏央道沿線の産業集積を図るため､「田園都市産業ゾーン基本方針」を策定し､産業基盤づ
くりを推進。第一次先導モデル地区の３地区では､分譲区画すべてが契約済。
・「川島インター産業団地」周辺では、川島ＩＣ開通前後で土地利用が大きく変化し、雇用機会の創出をはじめ町税歳入額も
増加し、地域の活性化に貢献。

（６）関越道～常磐道の相互接続による効果

14

N
川島インター産業団地

254

国
道

号
254

国
道

号

川島IC
至

鶴
ヶ
島
Ｊ
Ｃ
Ｔ

至 東京

至 群馬

至

桶
川
北
本
Ｉ
Ｃ

254

国
道

号
254

国
道

号

川島IC

至 東京

圏央道

白岡菖蒲lC 

至 東京

至 久喜
白岡ＪＣＴ

H25.2.12
撮影

川島インター産業団地
・開発面積47ｈａ（川島lC北側地区
土地区画整理事業）
・区画数20で全契約済
・物流企業など10社が操業中

※圏央道（川島～五霞）のＩＣから5km圏内に立地する産業団地（地区）の状況を掲載
先導モデル地区：埼玉県田園都市産業ゾーン推進本部会議において、①土地利用から見た開

発適性、②事業の実現性、③事業のモデル性の３つの視点で選定
先導モデル地区は、実例として、まちびらき等を経て「団地名」が命名されている。

開通前（H19．2月時点）

開通後（H25．2月時点）

H20.3：鶴ヶ島JCT ～ 川島lC開通
H22.3：川島lC ～ 桶川北本lC開通

出典：埼玉県ホームページの市町村勢概要及び川島町統計資料

27.9
30.7

0.0

5.0
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30.0

35.0

40.0

開通前(H18) 開通後(H23)

市
町
村
税
歳
入
額
（
億
円
）

川島IC開通前後における

川島町の町税歳入額(決算額)の変化

約2.9億円
増加

■川島町の町税歳入額の変化

坂戸市 坂戸西インター周辺地区 － 約26.0ha 検討中 －
杉戸町 杉戸屏風深輪地区 － 約23.8ha 検討中 －

：第一次先導モデル地区

：産業団地名
（未命名は地区名）

至 群馬

至 東京

H25.2.12
撮影

川島lC 

川島インター産業団地

Ｎ



2,212
2,059

1,810

2,126
1,899 1,952

1,000

1,500

2,000

2,500

（千トン）

３．圏央道事業の必要性に関する視点

７－１)沿線の地域づくり支援、活性化（物流拠点の連絡強化）

国際航空貨物取扱量の推移（成田空港）

・東関道～館山道における圏央道は、東京湾アクアラインと連絡し、東関東道ルート等の主要渋滞箇所を迂回可能。
・東関道～館山道における圏央道の整備により、物流の効率化が図られ、成田空港周辺に集積する物流施設や新たに計
画された物流団地の物流の効率化に寄与することが期待される 。

成田空港の国際航空貨物の取扱
貨物量は、近年2,000千トン前後で
推移している
（H23年の成田空港の世界順位は
第7位）。

（７）東関道～館山道の相互接続による効果

0

500

1,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24

羽田空港エリア⇔成田空港エリア間の主要渋滞箇所
・千葉東金道路：大宮IC⇒千葉東JCT間
・首都高速湾岸線：舞浜付近
・首都高速湾岸線：葛西JCT付近
・首都高速湾岸線：東京港トンネル付近

出典：平成24年度 首都圏の主要渋滞箇所の特定結果
関東地方整備局、H25.1.18

出典：東京税関報道発表資料（H25.1.9）

成田空港周辺の物流施設
成田空港周辺の物流施設は空港
の南側、東側に多い。

圏央道（大栄～横芝）の開通を想
定した物流団地計画。（出典①）

出典：①多古町成田国際空港東側地域戦略構想，2013，多古町
15



・当該区間の含め、東関道～館山道における圏央道沿線地域には、工業団地が数多く立地
・今後も、分譲中および新規工業団地の立地に伴う企業誘致が進展。地域活性化が期待

７－２)沿線の地域づくり支援、活性化（企業立地）
（７）東関道～館山道の相互接続による効果

３．圏央道事業の必要性に関する視点



・東京湾岸部および県東部沿岸部では、 地震の強い揺れ（震度６強以上）や津波浸水および液状化による被災が想定
されている。
・圏央道により、災害時に東京湾岸部および県東部沿岸部の啓開・復旧ルートへのアク セスが可能となる。また、既開
通区間との接続により防災拠点である木更津港や自衛隊基地等へのルートが確保される。

東日本大震災による建物被害の状況（千葉県内）

出典：千葉県防災危機管理部危機管理課HP（H25.6.5）

全　　壊 半　　壊 一部破損 床上浸水 床下浸水

801 10,117 54,854 157 731

７－３)災害時における緊急輸送路の確保
（７）東関道～館山道の相互接続による効果

３．圏央道事業の必要性に関する視点

注１）津波浸水エリア及び液状化しやすいエリアは、「千葉県防災ポータルサイト
（千葉県ハザードマップ）千葉県 平成23年度版」をもとに概略の範囲を作成

注２）震度６強以上のエリアは、「首都直下地震防災･減災特別プロジェクトにおけ
る震度分布（ケース１）文部科学省 H24.3.30」 をもとに概略の範囲を作成

出典：千葉県防災危機管理部危機管理課HP（H25.6.5）

旭市 山武市

出典：千葉県ＨＰ、旭市ＨＰ

死者 負傷者 全壊 半壊

1,391人 41,581人 68,692棟 151,384棟

人的被害 建物被害

東京湾北部地震による被害想定（千葉県内）

※マグニチュード7.3、震源の深さ27.8km。東京湾岸に震度６強の地域が広がり、
千葉県の約４０％が震度６弱以上になると想定。

出典：千葉県地域防災計画（H24年度修正），千葉県防災会議
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横浜
ヨコハマ

湘南
ショ ウナン

道路
  　 ドウロ

茅ヶ崎
  チガサキ

～海老名
   エ ビ ナ

川島
カワジマ

～五霞
  ゴ  カ

大栄
タイエイ

～横芝
ヨコシバ

東金
トウガネ

茂原
　モバラ

道路
　ドウロ

起　　　点 神奈川県横浜市
　カナガワケン　　ヨコハマシ　

栄区田谷町
サカエク　タヤチョ ウ

神奈川県
　カナガワケン

茅ケ崎市
チガサキシ

西久保
　ニシクボ

埼玉県
サイタマケン

比企郡
　ヒキグン

川島
カワジマ

町
マチ

千葉県成田市吉岡
　チバケン　　ナリタシ　　　キチオカ　

千葉県東金市丹尾
　チバケン　　トウガネシ　タンノオ　

終　　　点 神奈川県藤沢市
　　カナガワケン　　フジサワシ

城南１丁目
ジョ ウナン

神奈川県
カナガワケン

海老名市
エビナシ

門沢橋
カドサワバシ

茨城県猿島郡五霞町
イバラキケン サシマグン   ゴカマチ

千葉県
　チバケン

山武
サンムシ

市松尾町
マツオマチ

谷津
　ヤツ

千葉県茂原市石神
　チバケン　　モバラシ　　イシガミ　

平成12年7月 平成6年6月 平成8年4月 平成20年1月 平成12年3月

起終点

都市計画決定

■今回審議区間の主な経緯

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

平成12年7月 平成6年6月 平成8年4月 平成20年1月 平成12年3月

平成13年度 昭和63年度 平成6年度 平成20年度 平成13年度

平成25年6月 平成18年3月 平成14年3月 平成25年6月 平成12年7月

平成14年度 平成6年度 平成11年度 平成25年度　 平成16年度

平成17年6月 平成8年度 平成14年度 - 平成16年度

都市計画決定

事業化

有料道路事業許可

用地着手年度

工事着手年度
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＜目的＞

（1）横浜湘南道路
至 東京至 大和

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等



小小

栄IC・JCT
（仮称）

善
行
駅

善
行
駅

住友電気工業

小雀浄水場

神
奈

か
な
が

至 東京至 大和

平成１６年分譲開始

・圏央道（横浜湘南道路）は、高速横浜環状南線の栄ＩＣ・ＪＣＴ（仮称）を起点とし、途中から国道１号の真下を通り、
新湘南バイパスと国道１号に接続する道路で、圏央道の一部を形成する。
・圏央道（横浜湘南道路）は、田畑や山林が点在する地域のほか、市街地を通過する。
・また、周辺には荏原工業団地（「平成１６年分譲開始）、ショッピングモール（湘南モールＦＩＬＬ、平成１８年開業）が
立地している。

＜周辺状況＞

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

日本スペースイメージング株式会社、デジタル・アース株式会社、 Google
この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数値地図25000（空間データ基
盤）及び数値地図50ｍメッシュ（標高）を使用したものである。（承認番号平19総使第87号）

再評価対象区間：横浜湘南道路 L=7.5km

一般県道

再評価対象区間 （未供用）

主要地方道

一般国道
凡

例

JR線

小
田
急

小
田
急
江
ノ
島
線

江
ノ
島
線

会社線

藤沢藤沢厚木線厚木線

藤沢IC

大
船
駅

大
船
駅

荏原工業団地

メルシャン
藤沢工場

湘南モール
FILL

日本精工
藤沢工場

藤沢
市民病院

主な工業施設

主な商業施設

主な病院施設駅

主な公共施設

高速道路等

奈
川
県
横
浜
市
栄
区
田
谷
町

神
奈
川
県
藤
沢
市

が
わ
け
ん
よ
こ
は
ま
し
さ
か
え
く
た
や
ち
ょ
う

か
な
が
わ
け
ん
ふ
じ
さ
わ
し

城
南
１
丁
目

じ
ょ
う
な
ん
い
っ
ち
ょ
う
め

至 江の島

至

茅
ヶ
崎
中
央
Ｉ
Ｃ

至

小
田
原

平成１８年開業
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・県内では、横浜市を中心に交通渋滞が発生（特に、国道１号は全国平均の１３倍以上）
・国道１号では全国平均に比べても事故が多い。
・本事業の整備により、国道１号の交通渋滞の緩和、交通事故の減少が見込まれる。

①交通渋滞の緩和

神奈川県内の区間別損失時間 国道１号事故発生状況

【藤沢バイパス出口交差点】
死傷事故件数：31件
死傷事故率：499.3件/億台・km

（全国平均の約5倍）
横浜伊勢崎線

至

東
京

至 大和

至

東
京

至 大和

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

出典：民間プローブデータ（平成21年度）

凡例

100千人時間/年・km 未満
150千人時間/年・km  未満
200千人時間/年・km  未満
200千人時間/年・km  以上

■国道１号平均（対象区間※）
･･･347.7千人時間/年・km
■横浜市内道路平均
・・・171.3千人時間/年・km
■神奈川県内道路平均
･･･111.5千人時間/年・km
■全国平均
･･･26.3千人時間/年・km ※H17センサス区間番号1001、1007、1008、31008

（藤沢インター交差点～横浜新道出入付近）

圏央道（横浜湘南道路）

出典：交通事故データ（H19－22）

凡例

50件/億台ｷﾛ 未満
100件/億台ｷﾛ 未満
200件/億台ｷﾛ 未満
200件/億台ｷﾛ 以上

■全国平均： 102.0件/億台・km

城南

藤沢バイパス
出口

圏央道（横浜湘南道路）

【城南交差点】
死傷事故件数：31件
死傷事故率：499.3件/億台・km（全国平均の約5倍）

国道467号線

至

小
田
原
市

至

小
田
原
市

神
奈
川
県
横
浜
市
栄
区
田
谷
町

神奈川県藤沢市

か
な
が
わ
け
ん
よ
こ
は
ま
し
さ
か
え
く
た
や
ち
ょ
う

か な がわけんふじさわし

城南１丁目
じょうなんいっちょうめ

神
奈
川
県
藤
沢
市
城
南
１
丁
目

か
な
が
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け
ん
ふ
じ
さ
わ
し
じ
ょ
う
な
ん
い
っ
ち
ょ
う
め

神
奈
川
県
横
浜
市
栄
区
田
谷
町

か
な
が
わ
け
ん
よ
こ
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し
さ
か
え
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ょ
う
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②残事業の概要

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

・地元説明会等を行いつつ、用地取得を進めてきており、Ｈ25.5末現在の用地取得率は約64％（Ｈ22.11の前回評価時
より約17％増）。
・平成２５年度は回転立坑工事や橋梁工事等に着手し、今後、トンネル本体工事にも着手していく方針。

写真：地元説明会の様子

10.25 10.25

前回再評価時
H22

今回再評価時
H25 22

工事未着手・用地未着手

工事中・用地取得中

工事完成済・用地取得済

写真：地元説明会の様子

平成24年度までに延べ36回
の地元説明会等を実施



■総便益(B)

■総費用(C)

道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を、整備の有無それぞれにつ
いて推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

①計算条件 【参考：前回再評価（H22）】

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

・基準年次 ：平成25年度 平成22年度

・供用予定年次 ：平成33年度 平成33年度

・分析対象期間 ：供用後50年間 供用後50年間

・基礎データ ：平成17年度道路交通センサス 平成17年度道路交通センサス

・交通量の推計時点 ：平成42年度 平成42年度

・計画交通量 ：53,400（台/日） 57,500（台/日）

・総便益 ：約3,782億円 約3,500億円

・事業費 ：約2,140億円 約2,140億円

・Ｂ／Ｃ ：2.0 2.1
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便益(Ｂ)

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

経済的内部
収益率
(ＥＩＲＲ)

2,999億円 502億円 281億円 3,782億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

２．０ ８．０％
1,785億円 76億円 1,860億円

②事業全体

③残事業

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

注1）便益・費用については、平成25年度を基準年度とし、社会的割引率を４％として現在価値化した値である。
注2）費用及び便益額は整数止めとする。
注3）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。
注4）便益の算定については、「将来交通需要推計手法の改善について【中間とりまとめ】」に示された第二段階
の改善を反映している。

便益(Ｂ)

走行時間
短縮便益

走行経費減
少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

経済的内部
収益率
(ＥＩＲＲ)

2,999億円 502億円 281億円 3,782億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

２．５ １０．５％
1,460億円 76億円 1,536億円
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■事業の計画から完成までの流れ

・用地取得は、約47％から約64％に進捗した（H25.5現在）。一部用地難航箇所があるが、今後も地権者等との話し合
いを継続しながら、計画的に用地取得を進める。
・今後、回転立坑工事、トンネル工事、橋梁工事等に着手していく。

年度 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

着工準備

都市計画決定

測量・地質

調査説明会

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

※完成年度は、費用便益比算定上 設定した年次である

調査説明会

事業化

測量・調査
・設計

測量
測量

地質調査
設計

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

設計
環境調査

用地設計説明

用地買収
幅杭設置
１％

４％ １１％ １５％ ２８％ ３８％ ４３％ ４７％ ４７％ ５２％ ６４％
用地取得
完了予定

工事 発進立坑 発進立坑 発進立坑 発進立坑
回転立坑
橋梁

土工
橋梁

トンネル

土工
橋梁

トンネル

土工
橋梁

トンネル

土工
橋梁

トンネル

土工
橋梁

トンネル

土工
橋梁

トンネル

土工
橋梁

トンネル

（前回再評価） （今回再評価）

供

用
開

始

年
次
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区 間 ：自）神奈川県茅ケ崎市西久保

至）神奈川県海老名市門沢橋

計 延 長 7.9ｋｍ

＜概要＞

＜目的＞

○高速ネットワークの形成
○道路交通の円滑化
○物流の連絡強化
（国際コンテナ戦略港湾の支援）

か な が わ け ん ち が さ き し に し く ぼ

か な が わ け ん え び な し か ど さ わ ば し

平 面 図
至 埼玉

圏
央
道

至 静岡

51,900台/日

圏央道（茅ヶ崎～海老名）

首都圏中央連絡自動車道（圏央道）

（２）茅ヶ崎～海老名

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

延長
2.8km計 画 延 長 ： 7.9ｋｍ

幅 員 ： 20.5m
道 路 規 格 ： 第1種第3級
設 計 速 度 ： 80ｋｍ/ｈ
車 線 数 ： 4車線
事 業 化 ： 昭和63年度
事 業 費 ： 約2,300億円
計画交通量 ： 44,800～51,900台/日

単位：m 凡例：計画交通量

標準断面図

至

横
浜

再
評
価
対
象
区
間

道
（
茅
ヶ
崎
～
海
老
名
）
延長
7.9km

平
成
25
年
4
月
開
通

延長
5.1km

44,800台/日

51,900台/日
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・圏央道（茅ヶ崎～海老名）は、新湘南バイパスと接続し、相模川の左岸堤防に沿って既成市街地を通過し、JR東海道・
山陽新幹線との交差やJR相模線とも並行し、新東名高速道路へ接続するルートである。

・当該事業区間のうち、茅ヶ崎JCTから寒川北lC間（延長5.1km）は平成25年4月に開通している。

・沿線周辺には、工業団地や物流施設が存在している。

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

＜周辺状況＞



・圏央道（茅ヶ崎～海老名）に並行する国道１２９号、（主）相模原茅ヶ崎線の損失時間は、それぞれ１９５.５千人時間/
年・km、１４２.５千人時間/年・kmと全国平均２６.３千人時間/年・kmの約７倍、約５倍発生。

・国道１２９号の戸田交差点や（主）相模原茅ヶ崎線の工業団地入口交差点では全国平均と比べても事故が多い。

・圏央道の整備により、交通の転換が図られ、当該区間に並行する国道１２９号や（主）相模原茅ヶ崎線の交通渋滞の緩
和、交通事故の減少が見込まれる。

国道１２９号と（主）相模原茅ヶ崎線の渋滞状況 国道１２９号と（主）相模原茅ヶ崎線の死傷事故発生状況

小田原厚木道路小田原厚木道路

（主）相模原茅ヶ崎線【工業団地入口】
事故件数： 16件
死傷事故率：804.7件/億台・km
（全国平均の約8倍）

国道129号【戸田】
事故件数： 31件
死傷事故率：521.3件/億台・km
（全国平均の約5倍）

①交通渋滞の緩和

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

海老名南JCT

寒川北IC

寒川南IC

129

戸
田

田
村
十
字
路

東
真
士
二
丁
目

東
河
内

田
端
二
本
松

一
之
宮
小
入
口

寒
川
跨
道
橋

圏央道（茅ヶ崎～海老名）

再評価対象区間

国道129号（対象区間）の損失時間 ：約１９５.５千人時間/年･km
（主）相模原茅ヶ崎線（対象区間）の損失時間 ：約１４２.５千人時間/年･km
全国平均 ：約 ２６.３千人時間/年･km

出典：民間プローブデータ（平成21年度）

茅ヶ崎JCT

海老名南JCT

寒川北IC

寒川南IC

129

戸
田

田
村
十
字
路

東
真
士
二
丁
目

東
河
内

田
端
二
本
松

一
之
宮
小
入
口

寒
川
跨
道
橋

圏央道（茅ヶ崎～海老名）

再評価対象区間

茅ヶ崎JCT

出典：交通事故データ（H19～H22）

国道129号（対象区間）の死傷事故率 ：約 75.3件/億台・km
（主）相模原茅ヶ崎線（対象区間）の死傷事故率 ：約 78.0件/億台・km
全国平均 ：約102.0件/億台・km

凡 例
： 0～ 50
： 50～ 100
：100～200
：200～

単位：件/億台・km

凡 例
： 100未満
： 150未満
： 200未満
： 200以上

単位：千人時間/年・km

工
業
団
地
入
口

工
業
団
地
入
口
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「インベスト神奈川」および「インベスト神奈川2ndステップ」を活用した企業

・神奈川県では神奈川県産業集積促進方策(インベスト神奈川)により、企業立地を支援しており、同方策の活用企業の約
４割が圏央道のｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞから５km圏に立地している。

・企業の立地地点選定について、圏央道の開通による交通面での利便性向上が要因の１つ。

・圏央道の整備により、地域の活性化や神奈川県の競争力のある産業の創出・育成の支援が期待される。

②沿線の地域づくり支援、活性化（企業立地）

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等



③部分開通の効果

・当該事業区間の茅ヶ崎ＪＣＴ～寒川北ＩＣ間は平成２５年４月１４日に開通。

・圏央道に並行する（主）相模原茅ヶ崎線の田端二本松交差点では、全車交通量が約４％増加したが、大型車交通量は
約１７％減少。最大渋滞長が約５０ｍ減少。

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

30
＜開通区間の交通量：1,600～2,100台/日(開通後1ヶ月平均）＞



上段：将
来交
通量

下段：現況交通量
（H22センサス）

至

相
模
原

至

海老名JCT
海老名IC海老名南JCT

寒川北IC

寒川南IC

平面図 東名高速道路新東名高速道路(主)横浜伊勢原線(主)藤沢平塚線(主) 伊勢原藤沢線

寒川町役場
(主)相模原茅ヶ崎線

←相模川

・本線部の用地は平成２３年度に取得完了。

・現在、平成２６年度完成に向けて、新幹線と交差し、JR相模線と近接する寒川北lCから海老名南JCT間を施工中。

④残事業の概要

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

前回
評価時
Ｈ２２

用地

工事

今回
評価時
Ｈ２５

用地

工事

至

小
田
原

茅ヶ崎JCT

再評価対象区間 圏央道（茅ヶ崎～海老名） 延長7.9km

平成25年4月開通 延長5.1km

平成25年5月撮影

海老名南JCT

海老名JCT

完成済 工事中・用地取得中 未着手

凡 例

前回評価時以降の
進捗状況

茅ヶ崎JCT～寒川北IC
H25.4開通

寒川北IC～海老名南JCT
用地取得完了

寒川町
海老名市

茅ヶ崎市
(主)相模原茅ヶ崎線

至横浜

用地進捗率
９９％
（本線部
９９％）

用地進捗率
９９％
（本線部
１００％）

31



①計算条件 【参考：前回再評価（H22）】

■総便益(B)

■総費用(C)

道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を、整備の有無それぞれにつ
いて推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

・基準年次 ：平成25年度 平成22年度

・開通予定年次 ：平成27年度 平成25年度

・分析対象期間 ：供用後50年間 供用後50年間

・基礎データ ：平成17年度道路交通センサス 平成17年度道路交通センサス

・交通量の推計時点 ：平成42年度 平成42年度

・計画交通量 ：44,800～51,900（台/日） 48,100～54,700（台/日）

・総便益 ：約4,698億円 約4,973億円

・事業費 ：約2,300億円 約2,300億円

・Ｂ／Ｃ ：1.6 1.8 32



②事業全体

③残事業

便益(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

経済的内部
収益率

（ＥＩＲＲ）3,609億円 708億円 381億円 4,698億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

１．６ ５．９％
2,781億円 138億円 2,920億円

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

③残事業

便益(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

経済的内部
収益率

（ＥＩＲＲ）2,445億円 486億円 288億円 3,219億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

１１．８ １０９．５％
135億円 138億円 273億円

33

注1）便益・費用については、平成25年度を基準年度とし、社会的割引率を４％として現在価値化した値である。
注2）費用及び便益額は整数止めとする。
注3）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。
注4）便益の算定については、「将来交通需要推計手法の改善について【中間とりまとめ】」に示された第二段階
の改善を反映している。



・鉄道事業者相互の近接施工協議にて、夜間施工への変更および新幹線への影響を与えない工法への変更が生じ、工

事工程が遅延した。

・また、上記の検討も含め鉄道事業者相互の軌道の安全を確保した施工方法の協議に時間を要した。

・これらの理由により、寒川北lC～海老名南JCT間が当初から２年遅延した。

■鉄道路線との近接施工等による遅延

圏

至

静
岡

至

横
浜

P95

P96

至 静岡

至 茅ヶ崎
鉄道近接施工協議

鉄道事業者相互の調整による道路事業の遅延

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

至

横
浜

再
評
価
対
象
区
間

圏
央
道
（
茅
ヶ
崎
～
海
老
名
）
延長
7.9km

Ｊ
Ｒ
相
模
線

平
成
25
年
4
月
開
通

延長
5.1km

至

静
岡

鉄道路線に近接する箇所
P97

P98

P99

P100至 横浜
至 八王子

橋長215000
75000

圏央道

P98
至

茅
ヶ
崎

至

八
王
子

P97

東海道新幹線

・杭施工の夜間施工による作業時間の低減
（8h⇒3.5h）
・新幹線への影響を与えない工法の追加

34

・軌道の安全を確保した施工方法の検討



・昭和６３年度に事業化し、平成６年度より用地買収着手。平成８年度より地元設計協議が整った区間から工事着手し、
その後、用地取得の進捗状況に併せて、橋梁工事等を推進。

・また、鋭意任意交渉による用地取得を進めるとともに、平成２１年度より並行して土地収用法に基づく手続きを開始し、
地元協議状況や残件用地の推移を勘案しつつ、平成２１年度に事業認定の告示。平成２２年８月より裁決申請を行い、
平成２３年度に取得完了している。

・平成２５年４月には、茅ヶ崎JCTから寒川北lC間（延長5.1km）開通済み。

・寒川北IC～海老名JCT間については、現在、橋梁工事や改良工事等を進めているが、鉄道路線と近接している箇所に
おいて、鉄道事業者相互の協議が長期化したことから、平成２６年度に工事完了・全線開通する工程へ変更している。

■事業の計画から完成までの流れ （圏央道（茅ヶ崎～海老名））
年度 S63 H元 H3 H4 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

都市計画決定・アセス
アセス準
備

アセス
手続き

都市計画・
アセス説
明会

アセス
説明会

計画決
定・アセ
ス公告

（前回再評価） （今回再評価）

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

※完成年度は、費用便益比算定上設定した年次である 注）ｱｾｽとは、環境影響予測評価の略称である。

明会 ス公告

供

用

開

始

年

次

事業化・
有料道路事業許可

事業化
有料道
路事業
許可

測量・調査・設計
測量・地質
調査・基本
設計

橋梁修正
設計

鉄道協
議

橋梁設計
照査

鉄道協定
締結

設計・用地説明 茅ヶ崎市寒川町 海老名市

用地

0％ 7％ 12％ 19％ 30％ 46％ 62％ 70％ 71％ 83％ 84％ 87％ 94％ 97％ 98％ 99％ 完了

0％ 7％ 12％ 19％ 30％ 46％ 62％ 70％ 71％ 83％ 84％ 87％ 94％ 97％ 98％ 99％ 99％ 完了

埋蔵文化財調査
埋蔵文化
財調査開
始

埋蔵文
化財調
査終了

工
事

茅ヶ崎JCT
～寒川北IC

茅ヶ崎市・
寒川町橋梁
下部着手

茅ヶ崎市・
寒川町橋梁
上部着工

完了

寒川北IC
～海老名南JCT

寒川町
橋梁下部
着工

海老名市
橋梁下部
着手

寒川町
橋梁上部
着工

鉄道交
差橋梁

鉄道交
差橋梁

完了

寒川町
橋梁下部
着工

海老名市
橋梁下部
着手

寒川町
橋梁上部
着工

鉄道交
差橋梁

鉄道交
差橋梁

鉄道交
差橋梁

鉄道交
差橋梁

完了

中日本高速道路
株式会社

海老名市
橋梁上部
着手

道路施
設着手

完了

海老名市
橋梁上部
着手

道路施
設着手

完了

35
： 前回から変更無し ： 今回変更



（３）川島～五霞

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等



・圏央道(川島～五霞)は、東北自動車道等と接続し、田園地域や一部市街地を通過している。
・圏央道(川島～五霞)の沿線には産業団地や大型商業施設、文化会館などの公共施設が立地している。

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

＜周辺状況＞

37



・圏央道に並行する国道16号（国道254号～国道4号間）の損失時間は、約260.7千人時間/年・kmと全国平均（26.3千
人時間/年・km）の約10倍となっている。
・本事業の整備により、国道16号の交通渋滞の緩和が期待される。

■埼玉県内の国道16号の損失時間と混雑状況
再評価対象区間

圏央道(川島～五霞) 延長32.3km

H22.3
4/4車線開通
延長 5.7km

H23.5
4/4車線開通
延長 3.3km

埼
玉
県
比
企
郡
川
島
町

ひ
き
ぐ
ん

か
わ
じ
ま
ま
ち

事業中
延長 10.8km

事業中
延長 12.7km

凡 例
： ０～ ５０
： ５０～１００
：１００～２００
：２００～

単位：千人時/年・ｋｍ

茨
城
県
猿
島
郡
五
霞
町

さ
し
ま
ぐ
ん

ご
か
ま
ち

加倉南交差点付近

①交通渋滞の緩和

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

川島lC

桶川北本lC
白岡菖蒲lC

久喜白岡JCT

桶川lC（仮称）

幸手lC (仮称)

五霞lC (仮称)

16

254 

17

17

122

4

4

町ち

16

17

損失時間：260.7千人時間/年・km
（全国平均26.3千人時間/年・km ）

※損失時間はＨ21民間プローブ旅行速度調査結果
※年間損失時間の全国平均は、国土交通省調べ

町

至

八
王
子

至

柏
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■工事進捗状況（工事区間⑤）

撮影：H24.3

至 五霞

・前回評価時(H22時点)の用地取得率９４％から、９９％（H25年5月末現在）に進捗。
・現在、桶川北本ＩＣ～白岡菖蒲ＩＣ（区間②、③）では掘割工、改良工を実施。久喜白岡ＪＣＴ～幸手ＩＣ(仮称)（区間⑤）
では、橋梁工事（上部工）、改良工を推進中。

上部工着手前

②残事業の概要

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

平成21年度ま
でに延べ54回
の設計説明会
を実施

100100％％100100％％

100100％％ 7979％％ 9797％％ 9999％％ 9797％％

9999％％ 100100％％

■設計説明会の状況

撮影：H24.3

至 五霞

桶川市加納地区での説明会の様子(平成20年)

撮影：H25.3

上部工架設中

100100％％
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①計算条件 【参考：前回再評価（H22）】

■総便益(B)

■総費用(C)

道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を、整備の有無それぞれにつ
いて推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

・基準年次 ：平成25年度 平成22年度

・供用開始年次 ：平成42年度（暫定平成27年度） 平成42年度（暫定平成29年度）

・分析対象期間 ：供用後50年間 供用後50年間

・基礎データ ：平成17年度道路交通センサス 平成17年度道路交通センサス

・交通量の推計時点：平成42年度 平成42年度

・計画交通量 ：43,000～50,300(台/日) 35,000～48,000(台/日)

・総便益 ：約9,604億円 約8,347億円

・事業費 ：約4,862億円 約4,862億円

・Ｂ／Ｃ ：1.7 1.7
40



便益(Ｂ)

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

経済的内部
収益率
（ＥＩＲＲ）

8,059億円 820億円 724億円 9,604億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

１．７ ６．６％
5,060億円 431億円 5,490億円

②事業全体

③残事業

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

便益(Ｂ)

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

経済的内部
収益率
（ＥＩＲＲ）

3,704億円 340億円 592億円 4,635億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

３．４ １３．７％
1,081億円 297億円 1,378億円

41

注1）便益・費用については、平成25年度を基準年度とし、社会的割引率を４％として現在価値化した値である。
注2）費用及び便益額は整数止めとする。
注3）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。
注4）便益の算定については、「将来交通需要推計手法の改善について【中間とりまとめ】」に示された第二段階
の改善を反映している。



年度 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

都市計画決定
県境
～

常磐道

R254
～
県境

事業化・
有料道路事業許可

事業化

川島
～
久喜
白岡

久喜
白岡
～
五霞

測量・調査
設計・協議

調査
設計

設計
測量
地質

設計
測量
地質
設計

測量
地質
設計

設計 設計 設計 設計 設計
測量
地質
設計

地質
設計

設計 設計 設計 設計 設計 設計 設計 設計

設計・用地説明会 設計 設計
設計
用地

設計 設計 設計
設計
用地

設計 設計
設計
用地

■事業の計画から完成までの流れ

・用地取得率は９９％（平成25年5月末現在）
・川島lC～桶川北本lC間（平成22年3月）白岡菖蒲lC～久喜白岡JCT間（平成23年5月）が部分供用。
・引き続き、平成27年度の全線暫定供用（東北道以東は暫定2車線）に向け、工事を推進する。

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

供

用

開

始

年

次

オオタカ保護対策
検討
会

検討
会

検討
会

検討
会

検討
会

用地 0% 14% 18% 25% 38% 47% 56% 83% 85% 88% 93% 94% 97% 99% 完

工
事

川島IC～
桶川北本IC

工事
着手

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

完成

桶川北本IC～
(仮)桶川IC

工事
着手

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

完成

(仮)桶川IC～
白岡菖蒲IC

工事
着手

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

完成

白岡菖蒲IC～
久喜白岡JCT

工事
着手

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

完成

久喜白岡JCT
～(仮)幸手IC

工事
着手

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

暫定
２車
供用

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

完成

(仮)幸手IC
～(仮)五霞IC

工事
着手

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

暫定
２車
供用

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

完成

※１：供用開始年次は、費用便益比算定上設定した年次である。
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○高速ネットワークの形成
○物流効率化の支援
○地域づくりの支援

ちばけん なりたしきちおか

事 業 区 間 ： 自)千葉県成田市吉岡
ちばけん さんむしまつおまち やつ

至)千葉県山武市松尾町谷津

計 画 延 長 ： L＝18.5km
幅 員 ： W＝22.0m

位置図

至 茨城県

＜概要＞

＜目的＞
（４）大栄～横芝

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

22000
3000 7000 250070002500

22000
3000 7000 250070002500

100070001000
9000

100070001000
9000

幅 員 W 22.0m
構 造 規 格 ： 第1種第2級
設 計 速 度 ： 100km／h
車 線 数 ： 4車線
事 業 化 ： 平成20年度
全体事業費 ： 約1,040億円
計画交通量 ： 17,300～20,700台／日

平面図

17,300台/日

20,700台/日 再
評
価
対
象
区
間

圏
央
道
（
大
栄
～
横
芝
）

延
長
１
８
．
５
ｋ
ｍ

成田市吉岡

山武市松尾町谷津

大栄JCT（仮称）

国道296号IC（仮称）

松尾横芝IC

（主）成田小見川
鹿島港線（仮称）

296

409

126

51

464

408
なりたしきちおか

さんむしまつおまちやつ

至 茨城県

至 東金JCT

至

千
葉
市
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・圏央道（大栄～横芝）は、成田国際空港の東側に位置し、市街地への影響を減らすため、田畑の耕作地やゴルフ場、丘
陵地を通過しています。

＜周辺状況＞

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

至東金ＪＣＴ



・対象区間の周辺市町村では、圏央道lCの周辺地域を中心とした物流・産業拠点、交流拠点、住宅団地等の整備が計画
されている。
・圏央道の開通によって、産業振興、観光振興、集客・交流促進、雇用機会の拡大などが図られ、周辺地域の活性化に
寄与することが期待されている。

凡　例

集客施設・交流拠点

物流団地・産業拠点

①沿線の地域づくり支援、活性化（企業立地）

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

資料
・多古町成田国際空港東側地域
戦略構想（H25.3）
・横芝光町都市計画マスタープラ
ン（H24.3）
・芝山町都市計画マスタープラン
（H20.1）

圏
央
道
（大
栄
～
横
芝
）

物流団地・産業拠点

住宅団地・市街整備

道の駅（既存）

圏央道（大栄～横芝）

高速道路

国　道

主要地方道

一般県道
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・平成24年度に設計説明会を行い、平成25年度から用地買収を行う。
・道路の整備効果の早期発現を図るため、暫定２車線整備を先行し、その後、全線４車線完成に向け事業を促進させる。

②残事業の概要

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等



４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

予備設計を行うにあたり、圏央道と交差する道路の管理者、埋設物件所有者等の関係機関と機能補償等について

調整を行い、道路幅の確定を行った。関係機関との調整は平成23年度以降約30回実施。

■関係機関との調整

■設計用地説明会

平成24年10月から平成25年2月にかけて、地権者及び地元住民を対象に地区毎に設計・用地説明会を15回実

施 なお 説明会実施にあたっては 事前に各市町の全員協議会に説明を実施

■境界立会

平成25年度より、地権者及び隣接土地所有者と境界立会を実施。境界立会は約60日に渡り実施する予定であり、

これまでに11日実施済み。

施。なお、説明会実施にあたっては、事前に各市町の全員協議会に説明を実施。

○成田市：3回

○多古町：4回

○芝山町：3回

○横芝光町：4回（1回は山武市と合同で実施）

○山武市：2回（1回は横芝光町と合同で実施）
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①計算条件 【参考：前回評価（H22）】

■総便益(B)

■総費用(C)

道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を、整備の有無それぞれにつ
いて推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

・基準年次 ：平成25年度 平成22年度

・供用開始年次 ：平成42年度(暫定H35年度) 平成42年度(暫定H31年度) 

・分析対象期間 ：供用後50年間 供用後50年間

・基礎データ ：平成17年度道路交通センサス 平成17年度道路交通センサス

・交通量の推計時点 ：平成42年度 平成42年度

・計画交通量 ：17,300～20,700（台/日） 17,200～20,700（台/日）

・総便益 ：1,366億円 1,264億円

・事業費 ：1,040億円 1,040億円

・費用便益比 ：1.5 1.6
48



②事業全体

便益(Ｂ)

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便益比
（Ｂ／Ｃ）

経済的内部
収益率
（ＥＩＲＲ）

1,135億円 140億円 90億円 1,366億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

１．５ ６．０％
759億円 171億円 930億円

③残事業

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

便益(Ｂ)

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便益比
（Ｂ／Ｃ）

経済的内部
収益率
（ＥＩＲＲ）

1,135億円 140億円 90億円 1,366億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

１．６ ６．４％
707億円 1７１億円 877億円

49

注1）便益・費用については、平成25年度を基準年度とし、社会的割引率を４％として現在価値化した値である。
注2）費用及び便益額は整数止めとする。
注3）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。
注4）便益の算定については、「将来交通需要推計手法の改善について【中間とりまとめ】」に示された第二段階
の改善を反映している。



H13
H14
～
H16

H17
～
H18

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

着工準備 採択

計画決

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

・平成１９年度に都市計画決定、平成２０年度に測量・地質調査に着手、平成２４年度に設計用地説明会を実施し、本年度より用地に着手。

・道路の整備効果の早期発現を図るため、暫定２車線整備を先行し、その後、全線４車線完成に向け事業を推進させる。

・今回は以下の理由から暫定2車線完成時期を平成30年度から平成34年度に見直しを実施。

・関係機関協議に時間を要し、用地着手が１年遅れた。

・用地調査の結果、難航が想定される境界混乱地や共有地が把握され、取得に追加で２年を見込まざるを得なくなった。

・埋蔵文化財包蔵地から用地取得を実施することにより、用地取得と埋蔵文化財調査の同時完了を想定していたが、包蔵地内に難航案件が

存在したためその用地取得完了後、１年をかけて埋蔵文化財調査を実施せざるを得なくなった。

■事業の計画から完成までの流れ
（前回再評価） （今回評価）

都市計画
計画決
定

環境アセス
評価書公

告縦覧

地形・路線

測量

地質調査

幅杭測量

用地測量

地形・路線

測量

地質調査
幅杭測量 用地測量

調査・設計・協
議

基本設
計

施工検
討

設計協
議

環境調査

実施設計

設計・用

地説明会

設計・用

地説明会

用地着
手

用地取得

完了予定

用地着
手

用地取得

完了予定

埋文調
査開始

埋文調査

完了予定

埋文調査

開始

埋文調査

完了予定

改良
改良・橋梁

・トンネル

改良・橋梁

ﾄﾝﾈﾙ・舗装

改良・橋梁

ﾄﾝﾈﾙ

舗装・施設

舗装

施設

改良
改良・橋梁

・ﾄﾝﾈﾙ

改良・橋梁・

ﾄﾝﾈﾙ・舗装

改良・橋梁

ﾄﾝﾈﾙ

舗装・施設

舗装

施設

完成4車線工
事

改良
改良
橋梁

改良

橋梁

ﾄﾝﾈﾙ

改良

橋梁

ﾄﾝﾈﾙ

改良・橋梁・

ﾄﾝﾈﾙ

舗装・施設

舗装

施設

用地（全区間）

埋蔵文化財調
査

暫定2車線工
事

供
用
開
始
年
次

設計・用地説
明会

測量

50※供用開始年次は、費用便益比算定上設定した年次である。
： 前回から変更無し ： 今回変更



○高速ネットワークの形成
○物流効率化の支援
○地域づくりの支援

ちばけんとうがねしたんのお

事 業 区 間 ： 自)千葉県東金市丹尾

ちばけん もばらしいしがみ

至)千葉県茂原市石神

計 画 延 長 ： L＝21.6㎞

幅 員 ： W＝25.0m

位置図

＜概要＞

＜目的＞
（５）東金～茂原

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

構 造 規 格 ： 第1種第2級
設 計 速 度 ： 100㎞／h
車 線 数 ： 4車線
事 業 化 ： 平成13年度
全体事業費 ： 約1,168億円
計画交通量 ： 20,900～25,000台／日

25000
4500 7250 300072503000

25000
4500 7250 300072503000

100070001000
9000

100070001000
9000

平面図

25,000台/日

東金ＪＣＴ

茂原北ＩＣ

茂原長南ＩＣ

再
評
価
対
象
区
間

圏
央
道
（
東
金
茂
原
道
路
）

延
長
２
１
．
６
ｋ
ｍ

茂原市石神

至

木
更
津
Ｊ
Ｃ
Ｔ

至 松尾横芝ＩＣ

東金市丹尾

茂原長柄SIC（仮称）

大網白里SIC（仮称）

20,900台/日

126

128

409

409

128

とうがねしたんのお

もばらしいしがみ
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・沿線地域は、茂原市や大網白里市の市街地に近接する丘陵地で、田畑やゴルフ場等の土地利用がされている。
・また周辺には、複合企業団地である千葉東テクノグリーンパークが立地しており、平成２４年３月には、茂原にいはる工業
団地の整備も新たに決定している。

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

＜周辺状況＞



・圏央道(当該区間及び隣接する茂原～木更津間)の開通により、中房総地域と都心とのアクセス性が向上し、千葉県内
の農水産業の活性化にも寄与している。

・御宿漁港から築地市場の所要時間は、圏央道の開通により約２７分短縮(１２８分→１０１分)し、JA長生から大田市場
の所要時間は約１７分短縮（７７分→６０分）している。

①農水産業の活性化

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

築地市場

大田市場 東金JCT

圏
央

50

100

150
御宿漁港→ 築地市場（分）

128

27分
短縮

101

■中房総地域から東京の市場への出荷例

53

中房総地域

横浜

凡例

今回開通区間
開通済区間（高速道路）
一般国道

事業中区間

凡例

御宿漁港→
築地市場への輸送ルート

JA長生→
大田市場への輸送ルート

JA長生→
横浜方面への輸送ルート

開通前 開通後を示す。

御宿漁港

JA長生

茂原北IC

茂原長南IC

市原鶴舞IC

木更津金田IC

袖ヶ浦IC

木更津JCT 木更津東IC

央
道
（東
金
茂
原
道
路
）

0
開通前 開通後

0

30

60

90

開通前 開通後

77

ＪＡ長生→ 大田市場（分）

60

17分
短縮

注）：所要時間は、民間プローブデータの平均速度
から算出
開通前：平成24年5月7日～6月30日の平日・

7時～19時の平均
開通後：平成25年5月7日～6月30日の平日・

7時～19時の平均



②部分開通の効果

・当該事業区間の東金ＪＣＴ～茂原長南ＩＣ間は平成２５年４月２７日に暫定2車線で開通。
・圏央道に並行する国道１２８号では、全車交通量が約700～2,300台/12h減少し、大型車交通量も約600台減少。
・大型車の交通転換により、並行する一般道の渋滞が緩和される。

圏央道の開通による交通量の変化
（国道１２８号 本納交差点、東金病院脇交差点）東金ＪＣＴ

126
126

平
成
25

再
評
価
対
象
区

東金病院脇交差点

150

200

250

（百台/12h） 本納交差点

197
220

（百台/12h）

全体は約23百台（約10％）減少

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

【調査日】 開 通 前： 平成24年11月29日（木）7：00～19：00（平日）
開通1ヶ月後：平成25年 5月28日（火）7：00～19：00（平日）
※なお、交通量は百台単位で四捨五入したものである。

大網白里
ＳＩＣ（仮称）

茂原北ＩＣ

茂原長柄
ＳＩＣ（仮称）

茂原長南ＩＣ
409

128

128

25
年
4
月
27
日
暫
定
２
車
線
開
通
（2
／
4
）

区
間

圏
央
道
（東
金
茂
原
道
路
）
延
長
21.

6
ｋ
ｍ

本納交差点

凡例
：再評価対象区間 ：一般国道
（暫定２車線供用済） ：主要地方道
：自動車専用道路 ：一般県道

25 19

195
178

0

50
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全体は約7百台（約４％）減少

大型車は約６百台（約32％）減少
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＜開通区間の交通量：5,800～5,900台/日(開通後1ヶ月平均）＞



・平成25年5月末時点、暫定2車線部分の用地は100％取得済み（全体では99％取得済み）。
・道路の整備効果の早期発現を図るため、平成25年4月27日に暫定2車線供用。
・今後、暫定供用の交通状況を踏まえ、全線４車線整備の検討を進める。

③残事業の概要

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等



①計算条件 【参考：前回評価（H22）】

■総便益(B)

■総費用(C)

道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を、整備の有無それぞれにつ
いて推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

・基準年次 ：平成25年度 平成22年度

・供用開始年次 ：平成42年度(暫定H25年度) 平成42年度(暫定H25年度) 

・分析対象期間 ：供用後50年間 供用後50年間

・基礎データ ：平成17年度道路交通センサス 平成17年度道路交通センサス

・交通量の推計時点 ：平成42年度 平成42年度

・計画交通量 ：20,900～25,000（台/日） 20,400～21,300（台/日）

・総便益 ：1,785億円 1,540億円

・事業費 ：1,168億円 1,168億円

・費用便益比 ：1.6 1.4
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②事業全体

便益(Ｂ)

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便益比
（Ｂ／Ｃ）

経済的内部
収益率
（ＥＩＲＲ）

1,459億円 202億円 124億円 1,785億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

１．６ ６．０％
969億円 159億円 1,127億円

③残事業

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

注１）便益・費用については、平成25年を基準年とし、社会的割引率を4％として現在価値化した値である。

注2）費用及び便益額は整数止めとする。

注3）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

注4）便益の算定については、「将来交通需要推計手法の改善について【中間とりまとめ】」に示された

第二段階の改善を反映している。

便益(Ｂ)

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便益比
（Ｂ／Ｃ）

経済的内部
収益率
（ＥＩＲＲ）

1,282億円 156億円 104億円 1,542億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

４．９ ２１．８％
295億円 22億円 318億円
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H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
H28
～
H34

H35 H36 H37
H38
～
H40

H41 H42

事業化 事業化

構造変更 アセス
上太田

・平成11年度に都市計画決定し、平成13年度に事業化、平成16年度に用地買収及び工事着手。
・道路の整備効果の早期発現を図るため、平成25年4月27日に全線暫定2車線供用済み。
・当該事業の用地取得率は99％（平成25年5月末時点面積ベース、暫定2車線部分は100％取得済み）。
・今後、暫定供用の交通状況を踏まえ、全線４車線整備の検討を進める。

■事業の計画から完成までの流れ

４．今回審議区間における事業の概要、必要性、費用対効果、進捗の見込み等

都市計画・変更
構造変更
検討

アセス
変更準備

上太田
地区

L=0.46km

測量・調査
地形測量
路線測量
地質調査

用地測量 環境調査

設計・協議 基本設計
関係機関
協議

実施設計 実施設計

設計・用地説明会
長柄・長南
地区

大網白里
地区

茂原地区

用地（全区間） 用地取得 32% 60% 85% 93% 98% 99% 99% 99%
用地取得
完了予定

埋蔵文化財調査 埋文調査
埋文調査
完了

暫定２車線工事
工事着手
準備工

準備工 橋梁工
橋梁工
改良工

橋梁工
改良工

橋梁工
改良工

橋梁工
改良工

橋梁工
改良工
舗装工

暫定供用

完成４車線工事
工事着手
準備工
改良工

改良工
橋梁工

舗装工
施設工

供
用
開
始
年
次

※供用開始年次は、費用便益比算定上設定した年次である。
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５．今後の対応方針（原案）

・各区間の用地取得率（平成25年5月末、面積ベース）及び供用状況は以下の とおり。
横浜湘南道路： 64%、供用なし
茅ヶ崎～海老名：100% 、茅ヶ崎JCT～寒川北lCは、平成25年4月に4車線で供用済
川島～五霞： 99%、 川島lC～桶川北本lCは平成22年3月に、白岡菖蒲lC～久喜白岡JCTは平成23年5月に4車線

① 事業の必要性に関する視点

・都心(首都高都心環状線)を走行する交通のうち、約6割が通過交通
・東京都心の一般道路の旅行速度は時速16km/hで、全国平均の半分以下
・圏央道沿線では、開通後、新規工場の立地面積の伸びが、全国平均の３倍
・首都直下地震により放射状の高速道路が寸断されると、都心への緊急支援ルートの確保に支障

② 事業の進捗の見込みの視点

川島 五霞 99%、 川島lC 桶川北本lCは平成22年3月に、白岡菖蒲lC 久喜白岡JCTは平成23年5月に4車線
で供用済
大栄～横芝： 0%、供用なし
東金茂原道路： 99%、東金JCT～茂原長南lCは、平成25年4月に暫定2車線で供用済

・事業進捗の見込み
・横浜湘南道路は、今後も引き続き用地の取得を推進するとともに、トンネル工事に着手する等、早期供用に向け事業
促進を図る。
・茅ヶ崎～海老名は、平成27年度の全線供用に向け、引き続き工事を推進する。
・川島～五霞は、平成27年度の全線暫定供用（東北道以東は暫定2車線）に向け、引き続き工事を推進する。

・大栄～横芝は、今年度より用地取得に着手し、早期の暫定２車線供用に向け事業促進を図る。
・東金茂原道路は、暫定供用区間における側道整備の促進を図る。
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■ 横浜湘南道路
（神奈川県知事の意見）
一般国道468号首都圏中央連絡自動車道（横浜湘南道路）は、さがみ縦貫道路や高速横浜環状南線と一体となっ
て、高速道路ネットワークを形成し、県土の骨格を担う大変重要な路線である。横浜湘南道路の整備によって、一般国
道1号等の混雑緩和が図られるとともに、広域的な交通利便性が飛躍的に向上し、沿線には既に多くの企業が進出す
るなど、県民や企業の期待も大変大きいことから、新東名高速道路の開通に間に合うよう早期整備を図られたい。

（横浜市長の意見）
本路線は、本市の広域的な交通利便性の向上、既存道路の渋滞緩和、災害時の緊急輸送路の多重化を図るため
に、高速横浜環状南線とともに整備することが必要不可欠です。
さらに、本市では、平成22年8月に京浜港が国際コンテナ戦略港湾に選定されており、物流の観点からも、京浜港を
支える高速道路ネットワークの整備が急務となっています。

③ 都県・政令市からの意見

５．今後の対応方針（原案）

支える高速道路ネットワークの整備が急務となっています。
こうしたことから、本路線は事業の必要性が高いため、平成26年度に開通予定のさがみ縦貫道路に遅れることなく早
期開通できるよう完成時期を明確にし、事業を推進していただくようお願いします。

■ 茅ヶ崎～海老名
（神奈川県知事の意見）
一般国道468号首都圏中央連絡自動車道（茅ヶ崎～海老名：さがみ縦貫道路）は、新東名高速道路と一体となっ
て高速道路ネットワークを形成し、県土の骨格を担う重要な路線である。
さがみ縦貫道路の整備によって、国道129号等の混雑緩和が図られるとともに、広域的な交通の利便性が飛躍的に
向上し、沿線では既に多くの企業が進出するなど、県民や企業の期待も大変大きい。また、さがみ縦貫道路沿線地域
は、地域活性化総合特区である、「さがみロボット産業特区」にも指定されていることから、引き続き、本事業を強力に
推進し、可能な限り開通を早めていただきたい。
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５．今後の対応方針（原案）

■ 川島～五霞

（茨城県知事の意見）
本県にとって、圏央道は沿線地域の活性化はもとより、国内立地企業の国際競争力強化を図る上で必要不可欠な
基幹インフラであり、既に沿線地域では全線開通を見据えて企業立地が進みつつある。また今後予想される首都直下
地震の際に緊急輸送路として極めて大きな役割が期待されている。このため、国と東日本高速道路（株）が連携して重
点的に事業を進め、引き続きコスト縮減等に努めながら事業のスピードアップを図り、一日も早い全線開通をお願いした
い。

（埼玉県知事の意見）
首都圏中央連絡自動車道（圏央道）は、関越道・東北道・常磐道を結び、外環道とともに本県の高速道路ネットワー
クを形成し、社会経済活動を支える極めて重要な道路である。
本県は 圏央道沿線 産業基盤づくりを推進 圏央道沿線にはすでに圏央道 開通を見越 多くの企業 立地

③ 都県・政令市からの意見

本県は、圏央道沿線の産業基盤づくりを推進し、圏央道沿線にはすでに圏央道の開通を見越し、多くの企業の立地
が進んでいる。
また、関越道や東北道などの放射状に伸びる高速道路を環状に結ぶ圏央道は、災害時における緊急輸送の要とし
ても絶大な力を発揮するものである。
引き続き、コスト縮減に十分留意しながら、一日も早い完成に努めていただきたい。

■ 大栄～横芝
（千葉県知事の意見）
圏央道は、東京湾アクアラインと一体となって、成田空港と都心や羽田空港を結ぶ新たなルートを形成する極めて重
要な道路であることから、早期の全線開通が不可欠である。
ついては、他の区間と比べ整備が遅れている当区間について、用地取得を早期に進め、現在の計画工程の短縮に
努め、一日でも早い完成を図られたい。
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５．今後の対応方針（原案）

■ 東金茂原道路
（千葉県知事の意見）
圏央道の暫定2車線開通により、東京湾アクアラインと一体となって、成田空港と都心や羽田空港を結ぶ新たなルー
トを形成し、地域防災力の強化はもとより、企業立地の促進、観光の振興など、様々な波及効果を発現しつつある。
ついては、アクセスの信頼性を更に高める必要があり、今後、交通量の増加が見込まれることから、早期に設計に取り
組まれ、渋滞が発生することがないよう、4車線化事業の推進を図られたい。

（千葉市長の意見）
首都圏中央連絡自動車道の整備は、新たな広域ネットワークが構築されることで、本市の更なる発展と市民サービス
の向上のみならず、大規模災害時における緊急物資の輸送などの役割を担うことから、早期の全線開通及び当該区
間の全線4車線完成に向けた事業の促進を図られたい。

③ 都県・政令市からの意見

・事業継続
・当該事業は、交通渋滞の緩和、沿線の地域づくりの支援・活性化、災害における緊急輸送路の確保等の観点から、
事業の必要性・重要性は高く、早期の効果発現を図ることが適切である。

62

④ 対応方針（原案）


